
　　　　　　　主　　　文

特許庁が昭和五四年一二月一七日、同庁昭和五二年審判第一二二八号事件について
した審決を取消す。
訴訟費用は、被告の負担とする。

　　　　　　　事　　　実

第一　当事者の求めた裁判
　原告訴訟代理人は、主文同旨の判決を求め、被告訴訟代理人は、「原告の請求を
棄却する。訴訟費用は、原告の負担とする。」との判決を求めた。
第二　原告の請求の原因及び主張
一　特許庁における手続の経緯
　原告は、登録第四三二二〇五号商標（以下「本件商標」という。）の商標権者で
ある。
　本件商標は、「ビイバー」の片仮名文字及び「Ｂｅａｖｅｒ」の欧文字を二段に
左横書きして成り、（旧）第三六類「被服、手巾、釦紐及び装身用ピンの類」を指
定商品として昭和二六年一一月五日に登録出願、同二八年四月三〇日に公告（商標
出願公告昭二八ー七一六〇号）、同年九月三〇日に登録、その後、同四九年五月二
七日に商標権存続期間更新の登録がなされた。
　被告は、原告を被請求人として本件商標の登録取消審判を請求し（昭和五二年審
判第一二二八号）、特許庁は右審判請求書の副本を、本件商標登録原簿に原告の住
所として記載されている「大阪市＜以下略＞」に宛てて発送したが、送達できなか
つたので、公示送達し、昭和五四年一二月一七日「登録第四三二二〇五号商標の登
録を取消す。」旨の審決をした。なお、右審決謄本は昭和五五年一月二四日原告に
送達された。
二　審決理由の要点
１　本件商標は、前項に記載のとおりのものである。
２　請求人（被告）は審決主文と同旨の審決を求め、その理由として被請求人（原
告）は本件商標をその指定する商品について、本件審判請求時において継続して三
年以上日本国内において使用している事実を認めることができない。また、本件商
標に関しては、専用使用権の設定あるいは通常使用権の許諾の事実を認めることが
できず、かつまた、本件商標に対して互に連合商標となるべき他の登録商標も存在
しない。
　従つて、本件商標は商標法第五〇条第一項の規定により、その登録を取消される
べきものである旨述べている。
３　これに対し、被請求人（原告）は、何ら答弁していない。
４　そこで思うに、被請求人（原告）は、本件審判の請求の登録前三年以内に日本
国内において、その請求に係る指定商品のいずれかについて、本件商標の使用をし
ていることを証明していない。
　従つて、本件商標は、商標法第五〇条の規定により取消を免れない。
三　審決を取消すべき事由
（一）　原告は、本件商標登録出願時から現在に至るまで、住所を兵庫県尼崎市＜
以下略＞（ただし途中で住居表示が「尼崎市＜以下略＞」と変つた。）に有するも
のであるが、登録出願に当つては、原告が代表取締役をしていた近藤繊維株式会社
の事実上本店の機能を営んでいた大阪出張所の所在地である大阪市＜以下略＞を住
所として表示し、登録原簿上にそのように登載された。なお、近藤繊維株式会社
は、その後商号を近藤繊維工業株式会社と変更し、本店を大阪市＜以下略＞に移し
た。
（二）　被告は、原告を被請求人として、商標法第五〇条による不使用による商標
登録取消の請求をなすに当たり、原告の住所を右登録原簿に記載されている大阪市
＜以下略＞と表示し、審判長は右請求書副本及び答弁書催告状を右住所地に宛てて
原告に送達したところ、送達できなかつたので、これを公示送達し、その結果前記
一、二記載のような審決がなされたものである。
　しかしながら、右公示送達は、公示送達すべき要件なくして行なわれた違法のも
のであり、従つて本件審決は、原告に答弁の機会を与えないでなされた違法のもの
であるから取消されるべきである。
　（なお、原告が本件審決がなされたことを知つたのは、本件審決謄本が「大阪市



＜以下略＞」宛に発送されたのを郵便配達人が原告の現在の居所であり、原告が、
代表取締役をしている近藤繊維工業株式会社の本店所在地である「大阪市＜以下略
＞」に自発的に転送してくれたからである。）
　右公示送達を違法とする理由は、次のとおりである。
（三）（１）　商標法第七七条第五項において準用する特許法第一九一条は、公示
送達について規定したものであるが、同条第一項は、「送達を受けるべき者の住
所、居所その他送達をすべき場所が知れないときは、公示送達をすることができ
る。」と規定する。すなわち、「送達を受けるべき者の住所、居所その他送達をす
べき場所が知れないとき」を公示送達の要件とするものである。「送達を受けるべ
き者の住所、居所その他送達をすべき場所が知れないとき」とは、少なくとも住
所・居所その他送達をすべき場所につき、格別の困難を伴わない合理的な範囲内の
調査を行ない、その合理的な範囲内の調査によつても知ることができなかつた場合
を意味する。単に、一度商標登録原簿記載の住所に送達してみて、所在不明を理由
として還付されたという事実のみでは、決して「住所、居所その他送達をすべき場
所が知れないとき」に当たるものではない。
　そもそも原告は、正当なる出願手続に則つて商標登録出願をし、審査手続を経た
上で法定の登録料を納付し、商標登録を受けるとともに、さらに正当なる更新登録
手続、審査手続を経て更新登録料の納付をし、商標権の保存を行なつて来たもので
ある。
　すなわち、商標権の取得のために要求される手続的・実体的要件を充足し、また
商標権の保存のために要求される手続的・実体的要件（使用義務を含む）を充足し
て、商標権の維持に努めて来たのである。商標法自体もかくして成立し、存続して
いる商標権の消長につき重大な結果をもたらす第三者からの登録無効あるいは取消
の請求等の攻撃に対しては、権利者自身に対しても十分防御の機会を与えるべく配
慮をしており、かつ、その手続も準司法的な審判手続を採用し、当事者対立構造に
よつて審理する方式を採つているものである。特にいわゆる当事者系の審判におい
ては、審判請求人は自己の欲する何時にても攻撃が可能な立場を有するのに対し、
権利者は全く受身の立場に立たされているものである。攻撃を知つてこそ防御に出
ることができるわけである。従つて審判請求書の送達をなし、攻撃に対して防御の
機会を与えるためには、可能な限り権利者が現実に了知し得るような送達方式を採
ることが衡平の原則から要請される。また準司法手続の性格を有し、当事者対立構
造を採用する審判手続の理念からいつても、審判請求人の協力を仰ぐなり、可能な
範囲の調査をつくすなりした上で、なおかつ送達先の知れないときには、止むを得
ざるものとして公示送達の手段を採り得るとしても単に一度送達したところ返還さ
れたという事実のみでは、ただちに公示送達に付すことは許されるべきではない。
（２）　本件商標の登録出願手続は、代理人弁理士【Ａ】によつてなされたもので
あり、このことは特許庁が発行する商標公報において一般に了知させられるところ
であり、特許庁においては顕著な事実と言い得る。また本件商標は昭和四九年五月
二七日に更新登録がなされたものであるが、この更新登録の出願手続も代理人弁理
士【Ａ】外一名によつてなされており、このことも特許庁において顕著な事実であ
る。よつて、本件審判請求書副本の送達に当たり、弁理士【Ａ】に送達先の照会を
なせば、直ちに送達先は判明したものである。
　さらにまた、本件商標登録取消審判請求の代理人弁理士【Ｂ】も、審判請求書副
本の送達先を十分了知しており、特許庁において右代理人に対し、その送達先につ
き照会をするならば、直ちに送達先は判別し得たものである。すなわち、審判請求
人は、本件審判の請求に先立ち、本件原告訴訟代理人を介して本件商標の譲渡につ
き、弁理士【Ａ】に権利者の意思を確認されたい旨の交渉をしている（甲第三ない
し第五号証）。
　商標登録原簿に記載の住所に審判請求書を送達して、所在不明で還付された場
合、少なくとも、商標登録の取得手続及び更新登録の取得手続に関与した代理人及
び審判請求手続の代理人に対し、送達先の照会を行なう程度のことは何ら格別の困
難なくして行ない得ることであり、きわめて合理的な範囲内の調査というべきであ
る。かかる調査も行なわずになされた公示送達は、特許法第一九一条一項の規定す
る公示送達の要件を欠くものであり、特許法第一三四条の規定する答弁書を提出す
る機会を与えたことにはならないといわざるを得ない。
（四）　被告の主張に対する反論
　被告は、商標法は書面主義を採つており、また商標法施行規則は、住所又は居所
の変更があつた場合には必らずその旨を届け出なければならないと規定しているか



ら特許庁が原告の住所変更がないものとして、登録原簿記載の住所地宛に発送し、
送達不能として公示送達した手続は適法であるとの趣旨を主張する。
　しかし、公示送達の要件を充足するか否かは、単に住所あるいは居所の変更手続
をとらなかつたことのみによつて決せられるべき問題ではない。送達先を知り得た
か否かは、正に、少なくとも格別の困難を要せずして調べ得る合理的な範囲内の調
査を行なつても、なおかつ知ることができなかつたか否かによつて決せられるべき
である。
　特許法施行規則第九条第一項は、なるほど手続をした者がその氏名もしくは名
称、住所もしくは居所または印鑑を変更したときは、遅滞なく、その旨を届け出な
ければならない旨を規定している。その意味するところは、同一手続内において、
手続をした者が住所等を変更した場合は、手続主体の表示をできるだけ実体と合致
させようとする趣旨から出た訓示規定である。公示送達の規定は、特許法施行規則
第九条第一項の規定違背に対する制裁規定ではないのである。公示送達の規定にお
いては、送達先として、住所居所のほか、その他送達をすべき場所を予定してい
る。しかるに手続をなすに当つては住所あるいは居所のいずれか一方を表示するの
であり、仮に、手続上において表示されている住所等以外の送達先は、すべて「知
れないとき」に該当すると解釈するならば、法規定自体の自己矛盾に相当する。す
なわち、公示送達の規定が、手続上において表示されている送達先以外の送達先を
予定しており、しかもその送達先のすべてが知れない場合を要件にしているという
ことは、単に手続上における表示に現われなかつたとしてもそのことの故に「知れ
ないとき」には該当しないことを明示している。つまり、「知れないとき」とは、
「知ろうとして、なおかつ知り得なかつたとき」を意味するもので、当然に調査の
必要性を包含するものである。
　よつて、過去の手続において表示され、そのまま商標登録原簿に記載されている
住所地に送達し、返還されたからといつて、直ちに公示送達の要件を充足するもの
ではなく、少なくとも格別困難を要しない合理的な範囲内において、住所、居所そ
の他送達をすべき場所につき調査をし、なおかつ知れなかつた場合にのみ公示送達
なる特別の送達手段が許されるべきである。
第三　被告の答弁及び主張
一　原告の請求の原因及び主張の一、二並びに三、（三）、（２）のうち、本件商
標登録取消審判請求の代理人弁理士【Ｂ】と弁理士【Ａ】の間で本件商標の譲受交
渉がなされた事実は認める。同三、（三）、（２）のその余の事実は、否認する。
同（三）の（二）のかつこ内の事実は、否認する。原告のその余の主張は、争う。
二　そもそも公示送達は、当事者の提出した資料のみによつて、公示送達に付すべ
きかどうかを判断するものであつて原告主張のように特許庁が職権で本件商標登録
の出願手続をした代理人に対して問合せてまでして調査する必要は全くないものと
言わなければならず、かかる調査をしなかつたことによつて直ちに手続上の違法が
あつたという主張は誤りである（特許法における書面主義の原則。）
三　本件商標登録取消審判請求手続の代理人をした弁理士【Ｂ】が、本件商標の譲
受交渉の間に原告【Ｃ】の個人の住所まで知ることができなかつたことは、同弁理
士【Ｂ】が審判請求書に登録上の旧住所を表示していること自体によつても明らか
であり、また本件商標の所有者が近藤繊維工業株式会社ではなく、あくまで個人で
ある【Ｃ】であることに思いをいたせば、更に一層この点については明らかであ
る。原告主張のように、権利者である原告【Ｃ】が代表取締役となつている近藤繊
維工業株式会社の登記簿謄本を調査するまでの必要は全くないものと言わなければ
ならない。
四　そもそも特許法における書面主義は、特許出願以外の手続についても、原則と
して採られる主義である。殊にこのことは特許法施行規則第一条に明示されてお
り、法令に別段の定めがある場合を除き、すべて書面でしなければならないことに
なつており、また同規則第一条第三項には「書面には、提出者の氏名または名称、
住所または居所および提出の年月日……」と規定して、提出者の住所または居所を
必要的記載事項としている。商標法施行規則第六条第一項は、右の特許法施行規則
第一条を準用しており、商標法においても書面主義が採られることになつている。
　従つて一旦提出した書面（出願書を含む）に記載した提出者（出願者を含む）の
住所または居所の変更があつた場合には、必ずその旨を再び書面によつて届け出な
ければならず、しかも遅滞なくなすべきことは、特許法施行規則第九条第一項、商
標法施行規則第六条第一項に規定されているとおりであつて、特許庁としてはこの
書面による変更届出がなされていることを前提として、仮に変更があつたにもかか



わらず届出がなされていない場合には原告指摘のように更新登録の出願手続の代理
人弁理士に問い合せる等の煩瑣な手続をとつてまで転居先を調査する必要はなく、
関係書類の送達を直ちに公示送達に付することができるのである。もしそうでない
とすれば、ぼう大な件数を抱える特許庁に対し徒らに過重な負担を強いることにな
ることは明らかであり、かつ権利とその権利者との関係を常に書面上明確にしてお
くべき書面主義という制度上の目的は全く失われることになる。
　前記の遅滞なく居所または住所の変更届をなすべき趣旨は右のように常に権利と
その権利者との関係を明確にして置くために規定されているのであつて、これが明
確になつていることが前提にあればこそ特許庁としては転居先不明という一事をも
つて直ちに安心して公示送達に付することができるし、手続上も何ら不正、違法は
ないのである。現に、原告は、更新登録の出願手続を昭和四九年五月二七日に行な
つており、この時点において既に住所または居所の変更届も十分なし得たにもかか
わらず敢えて行なつていないのである。自らなすべき手続を怠りながら、その補い
を逆に特許庁に行なわせるがごときは手続上許されないことは明らかであろう。
五　商標法第七七条第五項で準用する特許法第一九一条一項は、「送達を受けるべ
き者の住所、居所その他送達をすべき場所が知れないときは、公示送達をすること
ができる。」としているが、この「知れないとき」とは、商標登録原簿記載の住所
地に送達を試みて、住所不明を理由として還付されたという事実のみで必要かつ十
分である。特許庁は行政庁であつて、司法機関である裁判所のように個々具体的に
事例を検討して公示送達に付するべきかどうかを判断するわけにはいかず、画一的
に処理せざるを得ない。原告主張のように、公示送達の前提として特許庁に困難な
調査義務を課することは特許庁に不可能を強い、特許庁の事務を渋滞させることに
なるだけである。
　商標法施行規則第六条第一項で準用する特許法施行規則第九条第一項は、本件の
ような場合に特許庁の調査義務を省いて特許庁が過重な事務処理上の負担を負わな
いようにし、さらに特許庁の判断過程における恣意が入らないよう画一的に事務処
理が行なわれるようにしたものである。仮に特許庁が登録された住所以外の居所ま
たは住所まで調査しなければ公示送達をなし得ないとするなら、被送達者は商標法
施行規則第六条第一項で準用する特許法施行規則第九条第一項の義務を怠つていて
も何らの不利益を受けないことになつてしまうのに対し、右規則に従つて真面目に
変更届をしている者は無駄な手続をしただけになつて、右規則の存在意義を失わせ
ることとなるであろう。
六　裁判所における公示送達手続と特許庁における公示送達手続とではその存在意
義を異にする。裁判所の公示送達の手続においては、被送達者は裁判所に対し、自
己の住所を何ら届けていないのであるから、被送達者が義務を怠るということはな
いので、何ら義務を怠つていない被送達者の権利を特に保護するため送達場所が知
れないかどうかについては相当慎重に判断しなければならないのである。これに対
し、特許庁における公示送達手続においては、住所変更届を懈怠した被送達者は、
義務を怠り自ら現実の居所に送達を受ける権利を放棄していると考えられるのであ
つて、公示送達を行なうかどうかは登録上の住所に送達してみて、住所不明を理由
として差戻されたという事実のみで十分である。

　　　　　　　理　　　由

　原告が本件商標の商標権者であること、被告が原告を被請求人として、
商標法第五〇条に基づく本件商標登録取消の審判を請求したこと、特許庁は右審判
請求書の副本を、本件商標登録原簿に原告の住所として記載されている「大阪市＜
以下略＞」に宛てて発送したが、送達できなかつたので、公示送達し、原告が何ら
答弁せず、従つて原告は審判請求の登録前三年以内に日本国内において、その請求
に係る商品のいずれかについて本件商標の使用をしていることを証明していないと
して、昭和五四年一二月一七日、本件商標の登録を取消す旨の審決をしたことは、
当事者間に争いがない。
　そこで、本件審決に違法の点があるかどうかについて考える。
　商標第五六条で準用する特許法第一三四条第一項は、「審判長は審判請求書の副
本を被請求人に送達し、相当の期間を指定して、答弁書を提出する機会を与えなけ
ればならない。」と規定し、また、同法第七七条第五項で準用する特許法第一九一
条第一項は、「送達を受けるべき者の住所、居所その他送達をすべき場所が知れな
いときは、公示送達をすることができる。」と規定する。そして、この公示送達を



することができる要件である、受送達者の「住所、居所その他送達をすべき場所が
知れないとき」とは、通常の調査方法を講じて探索したが送達をすべき場所が判明
しない場合をいうものと解すべきところ、本件においては、特許庁は、審判請求書
の副本を、本件商標登録原簿に原告の住所として記載されている地に宛てて発送し
たに止まり、それ以上に原告の住所、居住その他送達をすべき場所を探索するごと
き方法を講ずることなく、直ちに送達をすべき場所が知れなかつたとして公示送達
したものであるから、右公示送達はその要件を欠き、適法に行なわれたものという
ことはできない。
　けだし、一旦権利として成立した商標権が無効とされ、あるいは取消されること
は商標権者にとつては極めて重大なことであるから、この権利を保護するため、無
効あるいは取消審判の請求があつた場合には、その請求に対して充分に防御する機
会が与えられなければならず、本件のごとき登録取消審判請求の場合にあつては、
審判請求書副本及び答弁書催告状は、商標登録原簿への原告の住所地としての記載
にかかわらず、右住所への送達が不能であつた場合には、なお、通常の調査方法
（たとえば、最小限原告の住民票を調べる等の）を用いて送達をすべき場所を探索
し、それでも判明しない場合にはじめて公示送達することができるものと解すべき
である。
　被告は、商標法においても書面主義が採られ（商標法施行規則第六条第一項、特
許法施行規則第一条）、法令に別段の定めがある場合を除き、出願以外の手続にお
いても、すべて書面でしなければならないことになつており、その書面には提出者
の住所または居所を記載しなければならず（特許法施行規則第一条第三項）、住
所、居所の変更があつた場合にはその旨を遅滞なく届け出なければならない（商標
法施行規則第六条第一項、特許法施行規則第九条第一項）ことになつているので、
特許庁としては、届け出られた住所に書類を送達すればよく、その場所で送達する
ことができなかつた場合には、直ちに公示送達することができると解するのが相当
であるから、本件公示送達には何ら違法の点はない旨主張する。
　しかしながら、被告の挙示する特許法施行規則第一条第一項は、特許出願、請求
その他特許に関する手続は、法令に別段の定めがある場合を除き、口頭ではなく、
書面でしなければならないことを定めたにすぎず、また同条第三項、第九条第一項
は、その書面には提出者の住所または居所を記載しなければならず、その住所もし
くは居所に変更があつた場合には遅滞なくその旨を届け出なければならないことを
規定しているに止まり、この規定があることにより、特許庁のなすべき送達はすべ
て届出のあつた住所、居所にすれば足り、その場所で送達できなかつた場合には他
に特段の調査をすることなく公示送達することができるものとすることはできな
い。
　なお、被告は、右のような場合には、直ちに公示送達することができるようにし
ないと、ぼう大な件数を抱える特許庁に対し徒らに過重の負担を強いることにな
り、かつ権利とその権利者との関係を常に書面上明確にしておくべき書面主義とい
う制度の目的は全く失われることになる旨主張する。
　なるほど前記公示送達に関する規定は、送達を受くべき者の範囲を、民事訴訟に
おけるように「当事者」に限定せず、「送達を受くべき者」としているため、査定
手続上のすべての書類について前示のような要件を満たす場合でなければ公示送達
をすることができないとするときは特許庁に過重の負担を強いることになるという
べきであろうが、商標法は、特許法の送達に関する規定を準用して送達すべき書類
の範囲を限定するとともに、特に査定に関する送達の方法については郵便に付して
送達できる場合を拡充しているのであるから、あながち、商標法の送達に関する現
行の規定が実情を無視した不合理なものとはいえない。
　以上のとおりであるから、本件審決は、原告に対し適法な手続により答弁書を提
出する機会を与えないでなされた違法のものであるといわなければならない。よつ
て、その取消を求める原告の請求を認容し、訴訟費用は、敗訴の当事者である被告
の負担とすることとして、主文のとおり判決する。
（裁判官　杉本良吉　高林克巳　舟橋定之）


